
海洋開発論文集,第22巻,2006年7月

沿岸防災施設による

津波時の人的被害軽減効果について
MITIGATION EFFECT UPON TSUNAMI CASUALTIES DUE TO COASTAL

DEFENSE FACILITIES

西 畑 剛1・ 森 屋 陽 一2・ 田村 保3

Takeshi NISHIHATA, Yoichi MORIYA and Tamotsu TAMURA

1正 会 員 修(工) 五洋 建 設(株) 技 術 研 究所(〒329 -2746栃 木 県 那 須 塩 原 市 四 区 町1534-1)

2正 会 員 博(工) 五洋 建 設(株) 技 術 研 究所(〒329 -2746栃 木 県 那 須 塩 原 市 四 区 町1534-1)

3正 会 員 M .S. 五 洋建 設(株) 本 社 土 木 部 門 土 木 設 計 部(〒112-8576東 京 都 文京 区 後 楽2-2-8)

As to estimate the effect of the coastal defense facilities against tsunami disaster, the simulations for both tsunami
inundation and evacuation applying to the case of the bay Kesennuma were conducted to evaluate the number of the
casualties caused by tsunami quantitatively in this study. The facilities expected to prevent the tsunami disaster are
composed of the water gates, parapets and level raising of quaywalls which have been already constructed at the
location or are experimentally introduced in the simulation.

After calculating a time series of the inundation height and water particle velocity for each case, we applied the
results to the evacuation simulation and evaluated the number of casualties for various ages and various starting time
of the evacuation. Finally, assuming the probability density function on the starting time of the evacuation from
tsunami and population ratio about ages at the area, we successfully obtained the expected number of the casualties in
case the coastal defense facilities are disposed or not, and verified the mitigation effect of such constructions.
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1. は じめに

津波から沿岸域における資産や人を守るための方策と

して,沿 岸防災施設(い わゆるハー ド)に よる対処と警

報やハザー ドマ ップの整備 ・周知といった情報(い わゆ

るソフ ト)に よる対処の両方が必要 とされている.

沿岸域背後資産を津波による浸水被害から守るために

は,防 波堤や防潮堤,水 門といったハー ドによる直接的

な対処が有効である.例 えば加藤他1)は,モ ルディブ ・

マレ島周囲に建設された護岸が2004年に発生したインド

洋大津波時に島内への津波浸水範囲を軽減させたことを

示 している.ま た建設効果に関しては,豊 田他2)が浸水

範囲と資産分布を重ね合わせることでB/Cに よる評価を

試みている.
一方で人命を津波から守るためには

,津 波警報の伝達

時間や避難所周知状況,避 難者の津波に対する知識など

ソフト面による影響が大きく出ると考えられる.そ のた

め防護施設建設(ハ ー ド)に よる人的被害軽減という観

点に対しては,施 設建設に伴い変化する浸水範囲と浸水

域人口分布の重ね合わせに留まらず,陸 上での浸水開始

時間や浸水高 ・流速といった外力時系列とソフト面の影

響を受けた人間の避難行動を組み合わせた評価,す なわ

ち避難シミュレーションを実施することが必要と考える.

本研究では年齢や避難開始時間をパラメータとして,

岸壁の嵩上げや水門などの設定により人的被害がどれだ

け軽減されるか(あ るいは逆効果か)を シミュレーショ

ンによって算定する.そ して検討地点において沿岸防災

施設が果たす人的被害軽減効果の定量化を試みる.

2. 浸水 シミュ レーシ ョン

本研究は宮城県気仙沼市大川北部地区をモデルとして

検討を行った.当 地区は気仙沼湾奥大川左岸側に位置し,

人口の多い地域であり,沿 岸部は埋立て埠頭として利用

されている.図-1に 検討位置を示す.
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図-1 検討位置

図-2 初期水位分布および計算領域と空間格子間隔

(1) 浸水シミュレーション概要

津波浸水は数値計算により検討した.ま ず想定地震と

して検討地点で大規模な浸水が予測 される連動型宮城県

沖地震を採用した.計 算では宮城県防災会議地震対策専

門部会3)による断層パラメータに対 してアスペリティを

考慮 しないパターンを考え,Mansinha & Smylie4)の手

法に従って静的に海底地盤変位を計算し,こ れを初期水

位 として与えた.な お潮位はTP+0.75m(朔 望平均満潮

位)と した.津 波の伝播は深海域では線形長波理論を,

検討域近傍の浅海域では非線形長波理論を適用し,ス

タッガー ドリープフロッグ法により計算 した.ま た空間

格子は検討領域が近づくにつれ間隔飢 を細かくし,最

終的には12.5mで地形を再現 した.な お検討範囲では小

谷他5)に従った粗度設定および遡上計算を行っている.

図-2に地震による初期水位分布計算結果および計算領域

と空間格子間隔△xを示す.

(2) 沿岸防災施設配置

検討地点においては大川左岸にはパラペット堤防が,

朝 日埠頭背後には胸壁が既に配備されている(図-3).

数値計算に際し,最 終領域(12.5m格子領域)に おいて胸

壁は全て閉まっているものとし,ま た区域毎に岸壁高さ

は決まっているので,こ れを反映させた形で地形を作成

した.そ れに加えて対策工として,田 村他6)を参考に湾

表-1 想定対策工

図-3 防護施設配置

図-4 第1波 到達時間(単 位:分)

狭窄部と大川河 口に例として水門(対 策工A,Bとする)

を,そ の間の朝日埠頭岸壁に嵩上げ工を施 した場合を

(対策工Cとする)想 定した.表-1に 想定ケース1～5と対

策工高さを示す.な お対策工は計算上,ケ ース毎に表に

示す天端高を対応する格子へ標高として与えることに

よって表現している.そ のため本検討結果は構造物種類

を特定のもの(水 門や嵩上げ工)に だけ制限するもので

はないことを付記する.

(3) 浸水計算結果

浸水計算結果としてケース1に対する第1波到達時間

(地震発生から+1cm以上の押し波到達時間)を 図-4に示
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図-5 水位時系列(P地 点)

図-6 浸水箇所

図-7 浸 水 範 囲(左:ケ ー ス1,2,4,右:ケ ー ス1,3,5)

す.検 討領域沿岸へは40分前後で津波が到達し,大 川北

部では魚市場南の低天端岸壁から最初に浸水している.

なお地点Pにおける計算水位時系列を図-5に示すが,第1

波で最大水位となってお り,そ の後およそ15分周期で津

波が襲来している.最 後に各ケースの津波による浸水箇

所(大 川北部)を 図-6に,浸 水範囲(湾 奥全体)を 図-7

に示す.ケ ース1(対 策工なし)で は大川北部や湾奥に

広範囲に浸水が見られる.ケ ース2,4では津波が対策工C

を直接越流することは無かったが,魚 市場南の低天端岸

壁を乗 り越えた津波は朝日埠頭を周り込むように浸水し,

また大川左岸堤防の対策工Cが施されていない箇所から

も浸水する.そ のため検討地点における浸水範囲はケー

ス1と 比べて若干減少す るものの大差 ない.ま たケース

2,4の 越流箇所およびその天端高は同 じため,両 ケース

の浸水域はほぼ同じとなった.ケ ース3で は対策工Aよ り

湾奥では浸水範囲が減少 しているが,各 対策工の前面で

重複波 となって増幅 した津波が対策工を乗 り越 えて流入

したため,検 討地点にお ける浸水範囲はあま り減少 しな

い結果 となった.ケ ース5は,対 策工A(天 端高+5m)お

よび対策工B(天 端高+4m)設 置によ りそれ ら背後からの

浸水を抑えられたことに加 え,対 策工Cの 天端高も+5mと

したことによりケース3に おける浸水 要因であった重複

波による越流も対策工A前 面脇か らのみ と減少 した.そ

のため川 口町 ・潮見町における浸水が著 しく抑えられて

お り,対 策工による被害軽減効果が最 も期待できるケー

ス と考えられる.

3. 避難 シ ミュ レー シ ョン

(1) 避難シミュレーションの概要

避難 シミュレーシ ョンは先行研究7)に準拠 したシステ

ムを用い,ラ ンダムに配置 した避難者(1000人)が ノー

ド・リンク街路をポテンシャルモデルに従って避難する

ことに より行った.な お今回は以下に述べ る項 目を修

正 ・追加 して検討 した.

a) 避難所を2005年4月 に気仙沼市が指定 した場所へ変更

した.図-8に 今 回検討 した避難所位置 ・避難者初期位

置などの配置を示す.

b) 非浸水時の避難速 度は津波 対策推進マニュアル検討報

告書8),浸 水時の避難速度 ・避難可否判定は西畑他9)に

よる水位 と流速の関数 とした設定に従い,年 齢別 ・男

女別に検討を行った.表-2に 検討 した年齢層,性 別お

よびそれに付随す る歩行速度,安 全率を示す.な お,

女 性の非浸水時の歩行速度は引用文献に記載が無いた

め男性の平均歩行速度 とした.

c) 危険道路を図-8太 線の通 り設定可能 とした.検 討ケー

図-8 避難 シミュ レー ション配置図
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表-2 年齢性別による避難条件

図-9 避難成功率(年 齢別)

スによってはこの道路中のノー ドが有す るポテンシャル

値(負 値)を1/10と することにより,避 難所(1)・(2)を選

択する避難者を減 らして計算ができるようにした.

(2) 避難シ ミュレーシ ョン結果

各ケースついて避難 開始時間を地震発生後0～60分 ま

で1分 毎に変化 させ,各 年齢層別 ・性別 に計算 した.例

としてケース1,5に ついて年齢 を変えた結果 を図-9に 示

す.ケ ース1に ついては避難開始時間が60歳 以上の年齢

層で16分 以降,30歳 代でも32分 以降か ら1%以上の被災者

が出始めてお り,避 難開始が地震発生か ら遅 くなるにつ

れて避難成功率が40%近 くまで低下することがわかる.
一方

,ケ ース5で は1%以 上の被災者が出始める時間帯

は60歳 代で23分 以降,30歳 代では34分 以降と特に災害弱

者である高齢者 において避難 開始時間に余裕が出てい る.

さらにその後の避難成功率 も90%程 度までしか低下せず

対策工の人的被害抑制効果が表れている.

次 に60歳 以上の全 ケースについて検討 した結果 を図-

10に 示す.ケ ース2に 対 して対策工Cを+1m高 くしたケー

ス4は,浸 水箇所 ・時間 ・浸水範囲がケース2と ほぼ一致

す るため避難成功率 もほとん ど変わらず,施 工 コス トに

見合 わない.ま たケース2の 対策工Cに 加 えて対策工A,B

を加 えたケー ス3は,避 難 開始 時間 が47分 までの間,

ケース2に 比べて逆に避難成功率が下がっている.こ れ

は主に対策丑 前面の朝 日埠頭(対 策工C)か らの溢水に

図-10 避難成功率(60歳 以上,対 策工別)

図-11 避難成功率(60歳 以上,危 険路回避有無)

より被災者が多くなるためであり,湾 奥部の浸水域を減

少 させた対策工Aは,大 川北部においては逆に津波ハ

ザー ドを増加させたことを意味する.そ れに対して対策

工AとCの天端高をさらに+1m上げたケース5では避難成功

率が著しくあがっている.想 定する津波に対して適切な

規模の対策工を適切に配置することの重要性が示唆され

る.

なお,ケ ース5に関しては避難開始時間40分付近に各

年齢とも避難成功率の極小値が現れている.こ れは丁度

この時間帯に避難所(1)および(2)を目指して避難を開始し

た場合,対 策工Aの脇から浸水した第一波津波に巻き込

まれる避難者が多いためである.そ こで地域防災教育な

どによる避難者意識の向上や避難標識の整備などによっ

てこうした海側危険路を最初から選択しない避難音の出

現を想定し,図-8に 示した危険道路を導入した計算を60

歳以上男性について行った.図-11に ケース1,5について

危険道路を考慮 しなかった場合との比較結果を示す.

ケース1(現 状)に 関しては避難開始時間30分から40分

にかけて大幅に被災者が減 り,ケ ース5においても避難

成功率の極小値出現はほぼ解消されて避難成功率が上昇

していることがわかる.
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4. 被災者数の算定

(1) 期待避難開始時間

前章で避難開始時間別の避難成功率を算定した.し か

しながら現地における実際の避難開始時間は,地 震発生

時刻や震度,避 難警報発令時間,避 難者意識などによっ

て異なってくると考えられる.早 川 ・今村10)は数量化理

論I類 を用いて地震発生,警 報発令,第 一波到達といっ

たカテゴリー別に避難開始を行 う人口割合を推定してい

る.表-3に 彼 らが気仙沼市において行ったアンケー ト調

査から推定したイベン ト毎の避難率(夜 間)を 示す.

本検討ではこの推定値を基に,以 下に述べる仮定を設

けて避難開始時間に関する確率密度分布を求めた.

表-3 カテゴ リー別避難率

表-4 イベン ト発生時間,標 準偏差および期待値

表-5 発生時間と期待値の設定根拠

a) 確率密度関数は次に記す対数正規分布とし,カ テゴ

リー毎に設定する.

(1)

b) 各カテ ゴ リーに対す る密度関数はイベン ト発生時間t0,

標準偏差Dお よび期待値Eを 表-4の 通 りに定めて決定

した.な お(1)式 中の係数 σ,μは,標 準偏差お よび期

待値か ら次の通 り求められる.

(2)

ここで表-4の ようにイベ ン ト発生時間,標 準偏差の設

定 した理由を表-5に 記す.但 し,こ こではケース1に

よる津波浸水 を基に時間設定を行っている.

c) 全体に対す る確率密度関数は,カ テゴリー別確率密度

関数 に予 め表-3の 割合を付加 して足 し合 わす ことに よ

り次の通 り与える.こ こでfnはn番 目のカテ ゴリーに対

する確率密度関数 を表す.

f(t)=0.570f1(t)+0.212f2(t)

+0.085f3(t)+0.133f4(t)
(3)

なお標準偏差は各ケースともt0とEの差が最小2～5分

であることから1分 とした.但 し,カ テ ゴリー4「 避難

しない」の場合は浸水 してか ら避難す ると考えられ る

が,浸 水時間は場所 によってお よそ42分 から56分 と開

きがあるため,分 散 を大きくす るため標準偏差は3分

とした.

以上により検討地点において避難時間に対 して設定

した確率密度分布を図-12に 示す.参 考のため,地 点P

(図-4参 照)に おける水位変動を併記 した.

図-12 確率密度分布
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図-13 想定被災者数(年 齢別 ・ケース別)

図-14 想定被災者数(地 域全体ケース別)

(2) 想定被災者数

想定される被災者数CTは,避 難開始時間別被災者数

をn(t)とするとその時刻における避難開始確率密度関数

を用いて次の通り表される.

(4)

(4)式より年齢毎に各ケースの想定被災者数を計算した

結果を図-13にまとめる.ま た図-14に年齢人口比率(宮

城県,平 成15年度国勢調査)を 割 り当てたケース別想定

被災者数を示す.な お両図中の数 字はケース1に 対する

被災者数低減率を表す.ケ ース5では85%程度 もの人的被

害軽減効果が見込まれる.

以上の検討によって沿岸防災施設建設による人的被害

軽減効果を検証することができた.避 難開始時間に関す

る確率密度分布の設定に当たっていくつかの仮定を設け

る必要があるが,本 手法によって人的被害を地域実情に

応 じた形で定量的に把握することが可能である.

最後に3章(2)節 でも触れたが,危 険道路を回避 した

場合はt=40分前後におけるn(t)が改善すること,そ もそ

も警報発令直後に避難した場合はほとんど避難可能であ

ることから,沿 岸防護施設に加えて地域防災教育などを

通じた啓発活動によって,検 討域における被災者数をさ

らに減少させることが期待できることを付記する.

5. ま とめ

本研究では沿岸防護施設が果たす人的被害抑制効果を

検討した.研 究を通して以下のことがわかった.

(1) 避難開始時間をパラメータとして,年 齢 ・性別,対

策工別 に避難シ ミュレーシ ョンを行 った.そ の結果,

効果的な沿岸防護施設配備 は,全 体的に避難成功率

を上昇 させ,特 に災害弱者である高齢者の避難開始

時間に余裕 をもたせ る効果があることがわかった.

(2) 時間を変数 とした避難開始確率密度関数を導入する

こ とによ り,検 討地点 において最終的に想定 される

被災者数を算定 し,沿 岸防護施設 による被害軽減率

を定量化 した.本 手法 は他地点における応用 も期待

できる.

(3) 沿岸防護施設(ハ ー ド)に 加 え,地 域防災教育など

ソフ トによる対策 を併用す ることにより,本 検討域

における津波防災は万全 となることが期待できる.
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